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要    旨 

１ 作成の背景 

平成 32（2020）年に東京でオリンピック・パラリンピックを開催することが決まり、

東京都では、公共の場での受動喫煙防止対策について、検討会での審議が始まった。都

知事は当初、条例制定への強い意欲を示した。しかし、都議会や関係業界等の反対を受

け、都の検討会では条例化は困難という座長のまとめ案が一旦は提出されるに至った。

ところが、最終の検討会（平成 27（2015）年 3月 30日）では合意には至らず、条例化

を含めた受動喫煙防止のための都市ビジョンやより強いメッセージを求める意見が多数

出て、審議が継続されることになった。日本学術会議健康・生活科学委員会・歯学委員

会合同脱タバコ社会の実現分科会では、こうした状況を重く見て、背景にある学術的根

拠を再検討しつつ、東京都で取られるべき政策について審議し、提言を取りまとめた。 

２ 現状及び問題点 

喫煙のみならず、受動喫煙により多くの致死的な疾患が引き起こされることは、科学

的に明白であり、わが国は、現世代と次世代をタバコの使用とタバコ煙への曝露から守

る国際条約、「たばこの規制に関する世界保健機関（WHO）枠組条約」（FCTC、たばこ規

制枠組条約）を平成 16（2004）年に批准した。FCTCは平成 17（2005）年に発効し、条

約の各条項を履行することが締約国の責務となっている。特に、タバコ煙への曝露から

すべての人を守るための FCTC第 8条に関しては、平成 19（2007）年に履行のためのガ

イドラインが策定され、職場や公共の場の全面禁煙を法的措置によって実現することを

求めている。 

国内では、平成 24（2012）年に閣議決定された「第 2期がん対策推進基本計画」にお

いて、10年後の数値目標として、喫煙率の減少（成人喫煙率 12％、未成年喫煙率 0％）

と、受動喫煙曝露機会の減少（行政機関 0％、医療機関 0％、職場 0％、家庭 3％、飲食

店 15％）等が定められたが、先般行われた中間評価ではこれらの達成状況が不十分であ

ることが明らかになった。すなわち、わが国では公共の場の利用者や飲食店従業員等の

うち多くの人々が、公共の場でやむなく、あるいは業務中にタバコ煙にさらされ続けて

いる。 

一方、世界の多くの国や地域が FCTC第 8条ガイドラインに沿って、職場や多数の人が

出入りする公共の場での喫煙を法律や条例で禁止した。それらの国々では禁止した直後

から明確に心疾患・呼吸器疾患の減少が見られている。 

さらに、平成 22（2010）年７月には、国際オリンピック委員会（IOC）と WHOは健康

的なライフスタイルとタバコのないオリンピックを目指す合意文書にも調印した。近年

のすべてのオリンピック開催都市では、罰則付きの条例や受動喫煙防止法が整備され、

さらに国レベルの法整備にまで発展している国も多い。従って、もし東京都が、受動喫

煙を放置したままで、オリンピック・パラリンピックを開催するならば、健康のために
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受動喫煙防止を進める世界の潮流を押しとどめ、逆行させるという意味を持つことにな

る。 

 

３ 提言の内容 

喫煙のみならず受動喫煙により、がん、心臓疾患、呼吸器疾患などが引き起こされる

ことは多くの報告から明らかで、建物内の喫煙を法律で禁じることによりそれらの疾患

が減少したという国際的な経験からも、このことは疑う余地がない。しかしわが国では

今なお飲食店従業員をはじめやむなくタバコ煙にさらされている人は多く、受動喫煙を

防止するための法制度を早急に作る必要がある。とりわけオリンピック・パラリンピッ

クの開催都市は法律や条例で公共の建物内の喫煙を禁止することが近年では国際的に共

通認識となっており、平成 32（2020）年に東京都でそれらを開催するにあたり、この点

を最重要事項と考えるべきである。従って、東京都は速やかに公共の場での受動喫煙を

防止するための法整備（条例化）を行うよう緊急提言する。 
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１ はじめに 

  平成 32（2020）年にオリンピック・パラリンピックを東京で開催することが決まり、

東京都では、公共の場での受動喫煙防止対策についての有識者による審議が始まった。

当初、都知事が表明した条例化への意欲にも拘わらず、都議会や関係業界等の反対を受

けたために、条例化は直ちには困難であるとして、都の現行ガイドラインの強化ととも

に、過渡的に財政支援により分煙を推進すべきであるとの座長のまとめ案が示されるに

至った[1]。しかし、最終回に予定された平成 27（2015）年 3月 30日の検討会では、ま

とめ案に対して、受動喫煙防止のための条例化を含む都市ビジョンと強いメッセージを

求める意見が多数出て合意に至らず、取りまとめは延期された。日本学術会議健康・生

活科学委員会・歯学委員会合同脱タバコ社会の実現分科会では、課せられた社会的責任

に鑑みて、状況を重く見て、学術的根拠を再検討しつつ、とるべき政策について審議を

行い、本提言をまとめた。 

２ 現状及び問題点 

わが国も、平成 16（2004）年に批准した現世代と次世代をタバコの使用とタバコ煙へ

の曝露から守る国際条約、「たばこの規制に関する世界保健機関（WHO）枠組条約」（FCTC、

たばこ規制枠組条約）が、平成 17（2005）年 2月 27日に発効してからちょうど 10年に

なる[1]。この間、日本学術会議は５回にわたり、脱タバコ社会（タバコフリー社会）の

実現に向けて報告及び提言を発出してきた[3-7]。これらの提言の内容は、国においては

タバコ税の値上げや禁煙支援体制の拡充、地方自治体においては２県（神奈川県と兵庫

県）における受動喫煙防止条例の制定という形で実現してきた。さらに平成 24（2012）

年に閣議決定された第 2 期「がん対策推進基本計画」では、10 年後の数値目標として、

喫煙率の減少（成人喫煙率 12％、未成年喫煙率 0％）、及び受動喫煙曝露機会の減少（行

政機関 0％、医療機関 0％、職場 0％、家庭 3％、飲食店 15％）が定められたところであ

る。このたびの都条例制定に反対する議論では、都ではなく国が法律を定めるべきとの

意見もあり、座長のとりまとめ案では自治体の条例制定権の限界にも触れられるに至っ

た[8]。確かに法律で受動喫煙を防止することが望ましいのは言うまでもないが、神奈川

県や兵庫県では罰則付きの受動喫煙防止条例が制定されており、東京都公害防止条例等、

こうした領域での条例制定権は事実上確立されていると考えられる。さらにオリンピッ

ク・パラリンピックの開催都市という特別な役割を担う東京都が、近年の他の開催都市

と同様、都民や来訪者の受動喫煙を防止する条例を罰則付きで制定することは、自治体

としての先進性を示す上でも重視されるべきである。 

喫煙のみならず、受動喫煙により、肺がんや虚血性心疾患、呼吸器疾患等多くの致死

的な疾患が引き起こされることは、国際的に権威のある機関の報告書（WHO国際がん研

究機関［9］や米国公衆衛生総監報告書［10］等）で結論づけられており、既に科学的に

明白である。わが国でも日本産業衛生学会許容濃度等委員会は、その発がん物質表の勧

告で、タバコ煙を第１群（ヒトに対して発がん性がある）に分類している［11］。また

FCTCの第 8条は、公共の場においてタバコ煙にさらされることからすべての人々を保護
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するための立法上の措置をとることを求めており、平成 19（2007）年にはわが国もその

ガイドライン[12]に合意している。180ヵ国以上が批准したこの条約の下、ガイドライ

ンに沿って、既に世界の多くの国や地域が職場や多数の人が出入りする公共の場での喫

煙を法律や条例で禁止している。こうした法的規制を導入した国や地域では、規制導入

の前後における[13]、あるいは未導入の近隣の国や地域との比較において[14;参考資料

２]、心筋梗塞や呼吸器疾患の患者が著しく減り、規制が、健康へ正の効果をもたらすこ

とが明らかになっている。そしてこのような規制導入が効果をもたらすことは、多くの

国々での多数の研究を統合したメタ分析でも確認されるとともに[15]、早産の減少、小

児の喘息の減少など次世代の健康についても良い効果をもたらすと報告されている[16]。 

一方、喫煙区域を設けるいわゆる分煙は、費用がかかることに加えて、受動喫煙を完

全には防止することができない [17]。分煙設備によりある程度濃度を下げることができ

るという考えもあるが、タバコ煙には 70種以上の発がん物質が含まれ、発がん物質には

これ以下であれば安全という閾値はない。従って、分煙でタバコ煙が低濃度になるから

といってその危険性は無視できるということはない。なお、カリフォルニア州環境保護

局（CalEPA）は、タバコ煙に含まれる個々の物質とともにタバコ煙を総体として閾値の

ない「有害大気汚染物質」である、という評価を行っている[18]。 

先般審議された「第 2期がん対策推進基本計画中間評価」では、喫煙率や受動喫煙曝

露機会の減少という目標に関して達成状況が悪いことが明らかになった[19]。すなわち、

わが国では公共の場の利用者や飲食店従業員等多くの人々が、やむなく、あるいは業務

中にタバコ煙にさらされ続けているのである。飲食店などが分煙で喫煙区画を残した場

合には、そこでサービスを行う従業員はタバコ煙にさらされ続けることになる。労働者

を発がん物質に曝露させる可能性のある場合については、労働安全衛生法とそのもとの

諸規則で必要な保護具などの厳しい規制があり、そもそも危険を伴う業務を命じる事業

主には労働契約法で安全配慮義務が求められている。それにもかかわらず、そうした労

働者の数は数百万人に達すると推定される[20]。わが国における受動喫煙による死亡推

計では、少なく見積もっても、全国で年間 6800人の死亡のうち半数が職場における受動

喫煙曝露によることも示されている[21]。 

ところで、国際オリンピック委員会（IOC）は、昭和 63（1988）年のカルガリ大会以

降、オリンピックにおける禁煙方針を採択し、競技会場の禁煙化とともにタバコ産業の

スポンサーシップを拒否してきた。さらに、平成 22（2010）年７月に WHOと IOCは健康

的なライフスタイルとタバコのないオリンピックを目指す合意文書にも調印している

[22]。 その内容は、オリンピックはスポーツの祭典であることから、健康的な環境の下

で実施されなければならないというものであり、オリンピック開催都市はスモークフリ

ーの環境を整備しなければならないことが謳われている。こうした経緯の下、これまで

バルセロナ(1992年)、アトランタ(1996年)、シドニー(2000年)、アテネ(2004年)、北

京(2008年)、ロンドン(2012年)、ソチ(2014年、冬季)という歴代オリンピック開催都

市では、すべて罰則付きの条例や受動喫煙防止法が整備され、さらに国レベルの法整備

に発展している国も多い。これから開催される平成 28（2016）年のリオデジャネイロや
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平成 30（2018）年の平昌も同様であり、特に韓国では既に全国レベルでの禁煙法が制定

されたところである[23;参考資料３]。 

もし東京都が受動喫煙に対して何の措置も行わずにオリンピック・パラリンピックを

開催することになれば、このような世界のタバコによる健康障害防止の流れを阻害する

ものとなることを指摘したい。 

 

３．提言 

 受動喫煙が健康を損なうことは以前から明らかにされていたが、公共の建物内を禁煙

にする法律や条例を制定した国々では、心臓や呼吸器の疾患が減少していることからも、

受動喫煙防止の必要性は明らかである。そのため今日世界の多くの国が公共の場での喫

煙を禁止し、法律や条例により「すべての人々をタバコの煙にさらされることから」守

っている。オリンピック・パラリンピックが開かれる平成 32（2020）年の東京には、こ

のように公共の場での禁煙が当たり前になった海外の国々から多くの選手や観客が訪問

する。もし東京都が現状のような受動喫煙にさらされる環境を維持し続けるならば、飲

食店従業員等を危険にさらし続けるだけでなく、近年のオリンピック開催都市禁煙化の

流れに逆行することになる。従って平成 32（2020）年の東京で開催されるオリンピック・

パラリンピックへ向けて準備するにあたり、東京都は速やかに公共の場での受動喫煙を

防止するための法整備（条例化）を行うよう緊急提言する。 
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平成 26（2014）年 
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○審議事項、委員長決定 
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○副委員長、幹事、特任連携会員決定 

○今季の活動方針 
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○提言について 
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承認 
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＜参考資料２＞ 

受動喫煙防止法の呼吸器への影響 

  

アイルランド共和国でパブを含む公共建物内全面禁煙が法制化（2004 年 3 月 29 日）さ

れる直前の 6か月（2003年 10月-2004年 3月）に比べ、法制化された翌年同時期の 6か月

（2004年 10月-2005年 3月）では非喫煙パブ従業員の呼吸器症状の有症率（％）が顕著に

減少したが(図上段)、法律がまだ制定されていない英国北アイルランドの非喫煙パブ従業

員の同期間の呼吸器症状有症率（％）には明らかな変化が見られなかった（図下段）。[14] 

 

アイルランド共和国のパブ従業員の呼吸器有症率（％） 

 

 
北アイルランド（英国）のパブ従業員の呼吸器有症率（％） 
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＜参考資料３＞  

オリンピック開催都市の禁煙状況[23]（一部改変） 

開催年 開催都市（国） 根拠・制定

年 

開催決定

年 

内 容 罰則 

2004 アテネ（ギリシャ） 法、2000 1997 禁煙（医療、飲食店、職場

等） 

有 

2006 トリノ（イタリア） 法、2005 1999 禁煙（医療）、分煙（官公

庁、教育、飲食店等） 

有 

2008 北京（中国） 条例、2008 

→2014 規

制強化 

2001 禁煙（医療、教育）分煙（官

公庁、飲食店等）→完全禁

煙(2014） 

有 

2010 バンクーバー（カ

ナダ） 

州法、2008 2003 禁煙（公共施設、職場、飲

食店等） 

有 

2012 ロンドン（英国） 法、2006 2005 禁煙（公共施設、飲食店等） 有 

2014 ソチ（ロシア） 法、2013→

2014（例外

なし） 

2007 禁煙（官公庁、医療施設、

教育施設）、飲食店等は例

外だったが経過措置 

有 

2016 リオデジャネイロ

（ブラジル） 

州法、2009 2009 禁煙（公共施設、飲食店等） 有 

2018 平昌（韓国） 法、2015 2011 禁煙（公共施設、飲食店等） 有 
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